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かねてから懸案のタミフルの害などに関する要望書を本日（7 月 14 日）、厚生労

働省に提出いたしましたので、記者のみなさまにもお知らせいたします。

2007 年 3 月に、異常行動からの事故死が相次いだことから、厚労省は、10 代へ

のタミフルの使用を原則禁忌とし、メーカーに対して因果関係検討のために動物実

験などの実施を課しました。その結果をもとに、厚労省は、因果関係を否定する見

解を 2009 年までにまとめながらも、10 代へのタミフルの使用の原則禁忌は解除

されることなく、続いています。

しかし一方で、タミフル服用後の被害を訴えている方々の、医薬品医療機器総合

機構（PMDA）への副作用被害救済申請は却下され、撤回を求める裁判が続いて

います。

このように、厚労省や、その指名により委員となった専門家の方々が、タミフル

の害を、頑なに、かつ一切認めようとしない間に、因果関係を示す科学的根拠が揃

ってきましたので、今回、それらを示しながら、要望書を提出した次第です。

私は、2005 年から、タミフルの害に関して一貫して警告をして参りました。2010

年からは、コクラン共同計画のノイラミニダーゼ阻害剤検討チームの一員として研

究し、2014 年に、オセルタミビルの効果が限定的であること（肺炎や入院を予防

しない）、一方、害に関しては、精神症状他、腎障害や糖尿病誘発、QT 延長、頭

痛、嘔吐などが明瞭であるとのシステマティックレビューとメタ解析の結果を発表

いたしました[1]。その後、傷害および中毒（不慮の事故）もタミフル群に多いこ

とが判明しています[4]。

また本年 6 月には、それらの臨床的、疫学的知見の基礎となる生物学的なメカニ

ズムに関する英文のレビュー論文を、突発型の害反応[2]と、遅発型の害反応[3]に

分けて、英文雑誌に掲載いたしました。

突発型の害反応については、厚労省が因果関係を否定する根拠としたタミフルの

製造企業による動物実験の結果を、科学的見地から再検討した結果、タミフルの用

量を増加させればさせるほど（用量依存的に）、感覚を麻痺させ、体温を低下させ、

断崖回避を不能にさせ、低覚醒を増加し、呼吸停止による死亡を増加させることが

明瞭であり、ヒトにおける異常行動後の事故死、呼吸停止による突然死の現象と

一致していることを示しました[2]。そして、低体温は 10 件以上の動物実験で繰り

返し証明され、その作用は、ニコチン性アセチルコリン受容体の阻害作用にもとづ

くことが明らかになっています（小野ら）。また、興奮性の異常行動は、興奮性の
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神経伝達物質の分解酵素（MAO-A)を阻害する作用にもとづくことが明らかになっ

ています（葛原ら）。

呼吸停止から心停止にいたることは、タミフルの製造企業以外の研究者（櫨ら）

によっても証明されており、インフルエンザ罹患時に血中や脳中濃度が高まりやす

い人では呼吸停止から突然死する可能性が明瞭に示されています。

一方、遅発性の害反応の機序をまとめた第 2 総説論文[3]では、タミフルなどノ

イラミニダーゼ阻害剤が、インフルエンザウイルスを減らさないにもかかわらず、

インフルエンザの症状を軽くするように見えるのは、人の体内のノイラミニダーゼ

を阻害することで、サイトカイン類を抑制するためであること、感染防御抗体（IgA

抗体）は、5 分の１になり、免疫記憶は 10 分の１に減らすため、インフルエンザ

に再感染しやすく、他のウイルスや細菌感染も起こしやすくなることを述べました。

また、遅発性の害は、腎障害、糖尿病の悪化、免疫抑制、遅発性精神症状、神経

系異常などが起きるため、WHO がノイラミニダーゼ阻害剤を使用すべきとするハ

イリスク者ほど、害が生じやすいという、重大な矛盾を抱えているといえます。

一方、2014 年の日本のノイラミニダーゼ阻害剤の処方実態は、ヨーロッパにお

ける処方実態とは、たいへんかけ離れて異常です。日本では、DDD/人・日で比較

して、フランスの 51 倍、スウェーデンやデンマークの 300 倍、イタリアや英国の

1000 倍超のノイラミニダーゼ阻害剤を使用しています。結局、これらノイラミニ

ダーゼ阻害剤は、ほとんど臨床的には使用する必要がないもの、というべきことを

示しているでしょう。

その意味で、タミフルはもちろん、他のノイラミニダーゼ阻害剤も、得られる利

益と、起こりうる害の大きさを考慮すると、使い道がなく、使用すべきではないと

考えます。

なお、今回の総説論文に先立ち、本年 3 月には、欧州 CDC（ECDC)の見解（案）

に対するコクランのシステマティックレビューチームとして意見書[4]を提出いた

しました。

また、2011 年 12 月 21 日、タミフルの使用後、急変後死亡する危険性が高まる

ことを示した我々の疫学調査結果[5]に基づき、タミフルの使用を中止するよう求

める要望書を厚生労働大臣に提出しております。

今回は、その後の知見をさらに詳細に検討した結果、ますます、タミフルおよび

他のノイラミニダーゼ阻害剤も含めて、効果が乏しく、害が大きいというエビデン

スが集積してきていることに鑑み、あらためて、要望書を提出するものです。

この問題は安全対策部会の安全対策調査会において毎年検討されているので、安

全対策調査会の委員全員に対して、厚生労働大臣あて要望書と資料を送付しました。

また、特に、医薬品副作用被害救済制度に救済を求めた裁判で、タミフルの中枢

神経系への作用を否定している国側の証人でもある大野泰雄氏（安全対策調査会委

員）に対しては、批判的・否定的な見解をお持ちなら、科学的な見地から英文雑

誌の誌上での議論を展開していただくよう、要請をしました。
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